【様式１】


伯耆町公の施設の指定管理者指定申請書


　　　年　　　月　　　日


　伯耆町長　小澤　敦彦　様


申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
主たる事務所の所在　　　　　　　　　　　
名称及び代表者の氏名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　


　指定管理者の指定を受けたいので、伯耆町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第３条の規定により、下記のとおり申請します。

記

1 指定管理者として管理することを希望する公の施設


２．添付書類（※提出書類の詳細については、募集要項の最終ページを参照のこと）
　　①事業計画書【様式２】
　　②収支計画書【様式３】
　　③定款若しくは法人の登記事項証明書又はこれらに準ずる書類
　　④申請日の属する事業年度の前事業年度における賃借対照表及び損益計算書その他財務の状況を明らかにすることができる書類
　　⑤申請日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他業務の内容を明らかにすることができる書類
　　⑥申請法人等の概要を記載した書類（申請法人等の役員名簿を含む）
　　⑦租税公課に滞納がないことを証明する書類（法人税、消費税、都道府県税、市町村税）
　　⑧管理運営業務に必要な職員の配置計画書【様式４】
　　⑨指定申請に関する宣誓書【様式５】
　　⑩上記提出書類のうち（該当のないものがある場合）該当のないものについての理由書

【様式２】
	事業計画書

	団体名
	　

	代表者名
	　
	設立年月日
	年　　　月　　　日

	所在地
	　

	電話番号
	　
	FAX番号
	　

	e―mail
	　

	現在運営している類似施設名
	所在地
	主な業務内容
	運営開始年月日

	　
	　
	　
	開始
	年　　月

	
	
	
	終了
	年　　月

	　
	　
	　
	開始
	年　　月

	
	
	
	終了
	年　　月

	　
	　
	　
	開始
	年　　月

	
	
	
	終了
	年　　月

	　
	　
	　
	開始
	年　　月

	
	
	
	終了
	年　　月

	事業計画　　(別紙可)

	【管理運営を行うに当たっての経営方針について】

	【安全・安心面からの管理運営の具体策など特徴的な取組について】





	【施設の管理について】
1　職員の配置(指揮命令系統が分かる組織図を含む)




2　職員の研修計画




3　経理

	【施設の運営について】
1　年間の自主事業計画(「自主事業計画書」については別紙に記入のこと)




2　サービスを向上させるための方策




3　利用者等の要望の把握及び実現策




4　経費削減への取組み方策




5　利用者のトラブルの未然防止と対処方法




6　その他(地域との連携、他施設との連携等)





	【個人情報の保護の措置について】

	【緊急時対策について】
1　防犯、防災の対応






2　その他、緊急時の対応

	【団体の理念について】
1　団体の経営方針等






2　指定管理者の指定を申請した理由






3　施設の現状に対する考え方及び将来展望

	【その他　特記すべき事項があれば記入してください。】



　自主事業計画書　(　　　　年度)
(事業費単位：千円)　
	事業名
	目的・内容等
	実施時期・回数

	　
	　
	　

	事業費 等
	収入
	支　　出
	（収入―支出）

	
	円
	円
	円

	収支の説明
など
	　
　
　
	　
　
　
	





	事業名
	目的・内容等
	実施時期・回数

	　
	　
	　

	事業費 等
	収入
	支　　出
	（収入―支出）

	
	円
	円
	円

	収支の説明
など
	　
　
　
	　
　
　
	





	事業名
	目的・内容等
	実施時期・回数

	　
	　
	　

	事業費 等
	収入
	支　　出
	（収入―支出）

	
	円
	円
	円

	収支の説明
など
	　
　
　
	　
　
　
	





【様式３】
収支計画書　　　(　　　　年度)　　　　　　　(単位：千円)
	　
	内訳
	備考

	収入合計　(A)
	　
	　

	項目
	　
	　
	　

	支出合計　(B)
	　
	　

	項目
	人件費
	　
	　

	
	事務費
	　
	　

	
	事業費
	　
	　

	
	管理費
	　
	　

	
	事務経費
	　
	　

	収支(A)－(B)
	　
	　


　※　1年間(12月)の収支又は開館から年度末までの収支を記入してください。

【様式４】
管理運営業務に必要な職員の配置計画書

（１）職員配置の考え方
	（職員の確保の方法等について記入ください。）



（２）職員配置計画
	役職・職務
	担当業務
	雇用形態
	雇用者の確保方法
	備考

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　


（１）配置職員全員について記入してください。				
（２）雇用形態の欄には常勤、非常勤、パート等の別を記入してください。
（３）雇用者の確保方法の欄には、申請者が既に雇用している者（雇用済）又は今後雇用を予定している者（予定）の別を記入して下さい。				
（４）今後雇用を予定している者のうち、現管理団体職員の雇用の可能性がある者の備考欄に○を記入してください。				
【様式５】
指定申請に係る宣誓書


　　年　　月　　日


伯耆町長　小澤　敦彦　様


	申請者
	主たる事業所
の所在地
	

	
	法人等の名称
	

	
	代表者氏名
	　　　




　伯耆町　　　　　　　　　の指定管理者の指定申請を行うに当たり、法人等及び役員（複数の法人等による共同申請の場合は、その構成団体を含む。）が下記の事項に該当しないことを宣誓します。
　また、下記の６に該当しないことの確認のため、鳥取県警察本部に照会がなされることに同意します。

記

１．　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、本町から一般競争入札の参加者資格を取り消されていない法人等であること。
２．　本町が行う建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の指名競争入札について、指名保留、指名停止その他の一定の期間を定めて指名の対象外とする措置を受けていない法人等であること。
3． 募集の受付期間の最終日から起算して１年前の日までの間に労働基準法（昭和22　　　年法律第49号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）その他労働関係法令の違反によって公訴を提起され、送検され、又は命令その他の当該法令の規定に基づく行政処分（是正勧告等の行政指導を除く。）を受けた法人等でないこと。
4． 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた法人等又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた法人等でないこと。
５．　法人等の役員に、破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は禁固以上の刑に処せられている者がいないこと。
６．　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲げる暴力団又は暴力団若しくはその構成員の利益になる活動を行う法人等でないこと。
７．　国、都道府県及び市町村の租税公課に滞納がないこと。
８．　地方自治法第244条の２第11項の規定により、県内の地方公共団体の指定管理者の指定を取消され、又は指定管理候補者の選定を辞退した法人等（以下「指定取消し法人等」という。）にあっては、当該取消し又は辞退の日から起算して３年を経過していること。
9． 　８の資格を満たさない指定管理取消し法人等の代表者が役員等に就任している法人等でないこと。
